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沖縄市を取り巻く社会情勢の現状について 
 

１．少子高齢化の現状及び推移 

 

平成 22年(2010年)の国勢調査を基に推計した将来推計では、本市は、年少

人口が減少傾向で推移する一方で、老年人口が増加し続け、平成 32 年(2020

年)までに逆転する見通しとなっております。 

平成 52年(2040年)には、年少人口が 14.2％(18,691人)、老年人口が 28.2％

(37,086人)となり、平成 22年(2010年)と比較すると、老年人口の占める割合

が 2倍近くになるものと予測されています。 

また、生産年齢人口については、平成 27年(2015年)頃をピークに減少に転

じると予測されています。 

 

   図－年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／沖縄市人口ビジョンより抜粋 

（平成 22（2010）年までは国勢調査。 平成 27（2015）年以降は、国立社会 

保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口より作成） 

添付資料 ２ 
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沖縄県

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成22年

(A) 89,240 93,149 100,407 105,150 1,138,467

(B) 54,165 53,833 56,281 58,803 650,307

B/A 60.7% 57.8% 56.1% 55.9% 57.1%

就業人口 (C) 46,593 47,508 48,598 50,271 578,638

C/A 52.2% 51.0% 48.4% 47.8% 50.8%

完全失業者 (D) 7,572 6,325 7,683 8,532 71,669

D/B 14.0% 11.7% 13.7% 14.5% 11.0%完全失業率(%)

沖縄市

15歳以上人口

労働力人口

労働力率(%)

就業率(%)

２．雇用情勢の変容 

 

終身雇用・年功序列といったかつての雇用形態が、成果・能力重視の賃金制

度へ変容し、雇用のミスマッチなどの問題を背景とする、若年者の失業率・非

正規雇用の割合の増加などが、依然として課題となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

表－労働力・就業人口および完全失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22年国勢調査における完全失業率は 14.5％と沖縄県全体より高く、39歳 

以下の若年層の完全失業率も 16.4％と高くなっています。 
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３．社会のつながりの希薄化 

 

核家族化の進展、価値観やライフスタイルの多様化を背景として、地域社会

のつながりや支え合いによるコミュニティ機能の低下が指摘されています。 

そのため、人々の孤立が懸念されるとともに、閉塞的な子育て環境が、こど

もの虐待やいじめ、不登校、引きこもりなど、こどもや親などを取り巻く環境

を一層厳しくしているだけでなく、本市において培われてきた文化や地域規範

の次世代への継承が懸念されます。 

 

 

４．格差の拡大 

 

個人の能力を発揮する機会は、経済的・社会的な事情に関わらず等しく享受

されなければなりません。 

しかし、現実的には、厳しい経済状況を背景に、共働き家庭の増加や非正規

雇用の割合の増加などが指摘されており、教育やその後の就業の状況などと相

まって、社会的・経済的格差の悪循環や固定化が進行し、本市における社会の

活力低下や不安定化につながることが懸念されます。 


